
行　　政　　評　　価　　表
電話番号
（内線）

基本目標 年度 H28 H29 H30 H31 H32

基本方針 予算額
（千円）

81,930

施策名 決算額
（千円）

77,225

年度

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

15回

遅れ

防災指導員が指導を行う研
修・訓練等の回数
【４　防災指導員の育成】

１年間の防災指導員が指導を
行う研修・訓練等の回数

23回 24回 25回 26回 27回

市民意識調査における市の
取り組み「地震・水害などの
防災対策」に対する満足率

市の防災対策に対し、市民意
識調査結果で満足している人
の割合

20.0%

19.9%

順調

20.0% 20.0% 20.0% 20.0%

自主防災組織における防災
訓練実施率

年１回以上防災訓練を実施
した自主防災組織の割合

80.0% 83.0% 86.0% 88.0% 90.0%

92.3%

順調

5,482人

遅れ

図上訓練・防災講演会参加
者数

自主防災組織や小中学校、各
種団体で実施した講演会・訓練
などに参加した人数（年間）

6,500人 6,500人 6,500人 6,500人 6,500人

成果指標
【行政改革大綱における取

組事項名】
指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

（内線4101）

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

９　危機管理体制の強化<危機管理体制>

H31 H32

所管する施策の
方向一覧

Ⅰ-２-９-（１）危機管理体制の強化
※予算費目表に再掲で表示されている事業は、再掲元の予算費目及び
　 総括表に予算額及び決算額を記載しています。

Ⅰ-２-９-（２）防災体制の確立 ※赤字：補正・流用により当初予算額から変更した予算額

平 成 ２ ８ 年 度　　　　

所属部 企画戦略部 所属課 危機管理課 正職員数

※人件費、一般諸経費、交際費、積立金、繰出金、出資金及び公債費は
　　含まれておりません。

9人
その他
職員数

1人
055-983-2650



年度
成果指標

【行政改革大綱における取
組事項名】

指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30 H31 H32

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

自主防災組織リーダー研修
会女性参加率
【５　自主防災組織リーダー
研修会の実施】

女性参加率＝女性参加者数／
全参加数

26% 27% 28% 29% 30%

23.2%

順調

90%

84.6%

自主防災組織リーダー研修
会組織参加率
【５　自主防災組織リーダー
研修会の実施】

組織参加率＝研修参加組織数
／全自主防災組織数

84% 86% 88% 89%

順調



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

　総合防災訓練において、関係機関と連携した訓練を実施することができた。
　また、例年オフロードバイク隊が自衛隊で行っている宿泊訓練が中止となったが、2月に箱根の里周辺において冬季宿泊訓練を実施し、基本的な
乗車訓練から実践的な走行訓練を行った。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

　関係機関との相互の連携をさらに強化するため、総合防災訓練等でより実践的な訓練を実施していく。また、平成29年3月に改訂した遺体措置計
画に基づき、警察署、医師会、歯科医師会及び葬祭関係業者と、実際の遺体収容所である北上公民館で遺体措置訓練を実施し危機管理体制の強
化を図る。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

平成28年度は、職員の連絡体制や各関係機関と連携した災害時の体制を構築していくため、より実践的な訓練を実施していく。また、オフロードバ
イク隊の隊員が積極的に訓練に参加できるように、隊員への周知を図るとともに、業務日程等を考慮しながら訓練を実施していく。

施策の方向 Ⅰ-２-９-（１）危機管理体制の強化

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

国や他自治体の動向や社会状況を踏まえ、訓練内容の充実を図るとともに、新しい訓練を実施していく。また、近年オフロードバイク隊の訓練参加
者が減少傾向にあるため、隊員への呼びかけを行っていく。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 500人 500人 500人 500人 500人

実績 830人

達成状況 達成

目標 70人 70人 70人 70人 70人

実績 93人

達成状況 達成

目標 3回 3回 3回 3回 3回

実績 3回

達成状況 達成

目標 100% 100% 100% 100% 100%

実績 100%

達成状況 達成

1 国民保護対策啓発
国民保護事案対応率
（訓練含む）

維持

3 情報伝達訓練
情報伝達を伴う職員
メール送信回数

維持

2
オフロードバイク隊訓
練

訓練参加人数（年間
累計）

維持

1 防災訓練
総合防災訓練参加者
数

維持

目標及び実績 今後の取組み方針

年度
改善内容、終了・休止理由、

目標値変更理由等

行政改革
大綱にお
ける取組H28 H29 H30

2　国民保護対策啓
発事業

１　防災訓練事業

H31 H32
事業名 手段・業務内容 活動指標



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

3,203 (1,852) 2,949 (1,521)

3,053 (2,800)

2　なし

予算費目の事業名、補助金（細節）名

Ⅰ-２-９-（１）危機管理体制の強化

H32歳出（千円）

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

行政改革
大綱にお
ける取組

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） H31歳出（千円）

1　防災訓練事業(01.09.01.05.020.07) 維持



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

水防訓練については、各関係機関との連携を強化するための本部情報処理訓練を例年通り行った。
自主防災事業補助金については、説明会を実施し周知を図り多くの自主防災会に補助金の交付を行ったが、補助金申請マニュアルや様式に分かり
づらいところがあったため、次年度以降修正していく。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

【４　防災指導員の育成】
　自主防災組織リーダー研修会・避難所運営訓練・各種団体への指導の実施を行うとともに、防災指導者を育成する講座の開催を実施し、指導員の
指導力向上につながった。また、人材育成講座等の開催によって、新たな指導員の担い手の確保につながった。
【５　自主防災組織リーダー研修会の実施】
　市民トリアージを中心とした研修を８会場で行い、地域の防災力向上につながった。

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

新体制による各関係機関との連携強化及び本部員の情報処理の流れを強化するため、より実践的な水防訓練（本部情報処理訓練）を行う。
自主防災事業補助金の要綱を改訂し、申請様式の変更を行う。また、補助金申請マニュアルを改訂し、より分かりやすいものにしていく。

【行革取組項目】
次年度の対応方針

【４　防災指導員の育成】
　自主防災組織リーダー研修会・避難所運営訓練・各種団体への指導の実施を行うとともに、防災指導者を育成する講座の開催を実施していく。
【５　自主防災組織リーダー研修会の実施】
　身近な物を使った救護活動講座を中心とした研修を８会場以上で実施していく。

施策の方向 Ⅰ-２-９-（２）防災体制の確立

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

以前よりも自主防災組織全体の防災力は向上しているが、各家庭、地域に温度差は依然としてあり、防災に終わりにないため、引き続き啓発の実施
方法の工夫や更なる拡充を図っていきたい。防災センター・無線設備の適正管理や防災拠点備品の計画的な整備を行っていく。
水防訓練については、来年度も本部情報処理訓練を行っていく。
自主防災組織整備補助金については要綱を改定したので、各自主防災組織により積極的に活用してもらいうよう周知していく。

【行革取組項目】
今年度の実施計画

【４　防災指導員の育成】
　自主防災組織リーダー研修会・避難所運営訓練・各種団体への指導の実施を行うとともに、防災指導者を育成する講座の開催を実施していく。
【５　自主防災組織リーダー研修会の実施】
　市民トリアージを中心とした研修を８会場以上で実施していく。

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

水防訓練については、昨年度同様本部内の情報処理の確認や、各関係機関との連携を強化するために、本部情報処理訓練を実施する。
自主防災組織整備補助金については、昨年度要綱の改正を行い、より各自主防災の要望に応えることができるような内容としたため、自主防災組
織の説明会等で周知を行っていく。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

【４　防災指導員の育成】
　図上訓練の指導に加え、避難所運営開設・運営訓練における機器取扱い等の指導、一般市民向けの防災講話や小中学生などを対象とした防災
研修における指導など活動の幅を広げ、参加者数の増加に努める。
　また、人材育成講座等の開催によって、新たな指導員の担い手の確保に努める。
【５　自主防災組織リーダー研修会の実施】
　市内全ての自主防災組織を対象に、参加しやすい時間・効率的な研修が実施できる会場（毎年度８会場程度）で複数回のリーダー研修会を開催す
る。
　自主防災活動の基礎知識の周知のほか、必要性に応じた実践的な内容で研修を行うとともに、女性の参加を促していく。



5 業務計画

No.

目標 9,000人 9,000人 9,000人 9,000人 9,000人

実績 6,941人

達成状況 未達成

目標 450件 450件 450件 450件 450件

実績 458件 　

達成状況 達成

目標 17件 17件 17件 17件 17件

実績 15件

達成状況 達成

目標 100人 100人 100人 100人 100人

実績 117人

達成状況 達成

目標 99% 99% 100% 100% 100%

実績 97%

達成状況 未達成

目標 84% 100% 100% 100% 100%

実績 82%

達成状況 未達成

目標 20件 20件 20件 20件 20件

実績 27件

達成状況 達成

目標 19人 19人 19人 19人 19人

実績 18人

達成状況 未達成

目標 600人 600人 600人 600人 600人

実績 531人

達成状況 未達成

目標 176台 176台 176台 176台 176台

実績 176台

達成状況 達成

目標 191台 191台 191台 191台 191台

実績 191台

達成状況 達成

目標 17,572台 17,822台 18,022台 18,172台 18,272台

実績 17,824台

達成状況 達成

４　住民啓発、教育
事業
【行政取組番号　４】
【行政取組番号　５】

２　水防対策事業

1 水防訓練の実施 参加者数 維持

改善

経年により廃棄が必要な資
機材についても計画的に整
備していく。

1 防災資機材整備目標 整備率 改善

防災指導員向けの研修を実
施して、資質の向上に努め、
体制を強化する。

○

３　防災拠点備品整
備事業

価格の高騰を考慮して計画
的に整備していく。

1
家具転倒防止器具取
付

取付件数 維持

3
施設維持管理上の不
具合発生件数

不具合発生件数 維持

１　防災センター管
理事業

2
防災研修室等の貸し
出し

貸し出し件数 維持

出前講座等で地域の防災活
動の推進を周知していく。

1
総合防災センター施設
利用

利用者数 改善

行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 H31 H32

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

1 同報無線の維持・管理 正常稼働数 維持

2 防災指導員数 防災指導員の人数 改善

3
自主防災組織リー
ダー研修会参加人数

全体参加人数 拡大
研修内容の充実により参加
人数増加に努める。

○

2 備蓄食料整備目標 整備率

５　無線通信広報事
業

3 防災ラジオ販売 累計販売台数 維持

2
移動系無線の維持・管
理

正常稼働数 維持



No.

行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 H31 H32

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

目標 120団体 120団体 120団体 120団体 120団体

実績 116団体

達成状況 未達成

目標 12,050,000円 12,050,000円 12,050,000円 12,050,000円 12,050,000円

実績 14,402,000円

達成状況 達成

目標 92件 92件 92件 93件 93件

実績 96件

達成状況 達成

2
自主防災組織整備事
業費補助金

交付金額 維持

1
自主防災組織整備事
業補助金

交付団体数 維持

６　自主防災組織整
備補助事業

７　防災協定継続・
締結事業 1

民間事業者との防災
協定の締結

累計協定締結数 維持

自主防説明会・避難所運営
会議等で周知を行っていく。



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

21,062 (19,238) 19,509 (17,511)

18,748 (16,667)

331 (331) 331 (331)

229 (229)

23,696 (15,743) 19,455 (12,766)

22,650 (14,506)

3,875 (1,962) 3,296 (1,956)

3,035 (1,937)

15,361 (15,061) 19,796 (17,306)

15,108 (14,007)

14,402 (9,602) 12,000 (8,000)

14,402 (9,654)

４　住民啓発、教育事業(01.09.01.05.020.03)
【行政取組番号　４】
【行政取組番号　５】

維持 ○

２　水防対策事業(01.09.01.04.020.01) 維持

３　防災拠点備品整備事業
(01.09.01.05.020.02)

維持

１　防災センター管理事業
(01.09.01.05.020.05)

維持

行政改革
大綱にお
ける取組

Ⅰ-２-９-（１）危機管理体制の強化

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） H31歳出（千円） H32歳出（千円）

５　無線通信広報事業(01.09.01.05.020.06) 増大
防災ラジオ購入のため
増額

６　自主防災組織整備事業費補助金
(01.09.01.05.020.86.19.52)

維持

７　なし



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

防災訓練事業 2285H 488H

国民保護対策
啓発事業

50H 0H

防災センター管
理事業

934H 0H

水防対策事業 934H 0H

防災拠点備品
整備事業

1401H 975H

住民啓発、教育
事業
【行革取組番号
４】
【行革取組番号
５】

2179H 0H

無線通信広報
事業

467H 0H

055-983-2650

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち ９　危機管理体制の強化<危機管理体制>

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

その他職員数 1人
（内線4101）

2月事業名 4月 5月 6月 7月 8月

 
　　　 水防訓練の計画・実施

       水防計画の見直し・策定

出水期に伴う災害対応（随時）

3月
従事見込時間数

平成28年度　スケジュール表 所属部 企画戦略部 所属課 危機管理課 正職員数 9人

9月 10月 11月 12月 1月

総合防災訓練 地域防災訓練 

必要に応じて訓練実施 

必要に応じ国民保護計画の変更 

施設の適切な維持管理 

自主防災新聞の配布 自主防災新聞の配布 自主防災新聞の配布 

自主防災リーダー研修会 

必要に応じて住民啓発活動実施 

水防計画の見直し・策定 

防災用備蓄資機材等の購入 

防災用備蓄資機材の維持・管理 

防災行政無線等の整備 



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

055-983-2650

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち ９　危機管理体制の強化<危機管理体制>

２　安全な暮らしを確保するまちづくり

その他職員数 1人
（内線4101）

2月事業名 4月 5月 6月 7月 8月 3月
従事見込時間数

平成28年度　スケジュール表 所属部 企画戦略部 所属課 危機管理課 正職員数 9人

9月 10月 11月 12月 1月

自主防災組織
整備補助事業

467H 0H

防災協定・締結
事業

311H 0H

国・県との連携
強化

200H 128H

説明会開

補助金交付事務 

既存の協定締結先

新たな協定締結の検討⇒締結 

訓練 訓練 


